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  （別添１） 
特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準に基づく指導監督状況（平成３０年度） 

法 人 名 全国社会保険労務士会連合会 根拠法令名 社会保険労務士法 
 
  （平成１５年 ３月３１日民間法人化） 

 
１．法人の概

要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業 務 の 概 要 

 社会保険労務士会の会員の品位を保持し、その資質の向上と業務の改善進歩を図るため、都道府県の社会保険労務士会及びその
会員の指導及び連絡に関する事務並びに社会保険労務士の登録に関する事務を行うほか、社会保険労務士試験の実施及び紛争解決
手続代理業務試験の実施に関する事務を行う。 

役・職員数 理事長等 理 事 監 事 職 員 

常 勤         ０人       １人        ０人 ４４人 

非常勤         １人      ８３人        ６人 ０人 

 
２．事業 
 
(1)運営費、

補助金等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

平成30年度 
 
 
(A) 

平成29年度 
 
 
(B) 

29年度比 
又は 
29年度差 
(A/B,A-B) 

補助金等割合の低減化措置の取組の状況 
（取組を行っていない場合、補助金等割 
合が低下していない場合、その理由） 

総収入額 ３０億円 ２６億円 ４億円  
 ① 補助事業の段階的廃止 
 
 
 
 ②  自主事業による自己収入の拡大等 
 
 
 
 ③  その他 
  補助金等に依存していない 
 

補助金等収入額（①） ０億円 ０億円 ０億円 

事業による自己収入額（②） ２１億円 １８億円 ３億円 

①  ／②×100（％） ０％ ０％ ０％ 

経常的運営費用（③） １９億円 １６億円 ３億円 

①  ／③×100（％） ０％ ０％ ０％ 

 
(2),(3) 
 制度的独 

占 の 事 務
・事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

制度的独占となる事務・事業の有無 （有・無） 

制度的独占となる事務・事業を行っている場
合、その事務・事業名及び理由 

（事務・事業名）社会保険労務士会及びその会員の指導及び連絡に関する事務 
（理 由）指導・連絡の徹底に差異が生じてはならないことから、単一の団体が統 

一的に事業を行うことが必要である。 
（事業名）社会保険労務士の登録に関する事務 
（理 由）資格審査基準等に差異が生じてはならないことから、単一の団体が統一 

的に事業を行うことが必要である。 
（事業名）社会保険労務士試験事務 
 (理 由) 試験事務に差異が生じてはならないことから、単一の団体が統一的に事  

業を行うことが必要である。 
（事業名）紛争解決手続代理業務試験事務 
 (理 由) 試験事務に差異が生じてはならないことから、単一の団体が統一的に事  

業を行うことが必要である。 

制度的独占となる事務・事業を行っている場
合、当該事務・事業が法人の従たる事務・事
業にとどまっている理由 

（理 由）社会保険労務士試験事務及び社会保険労務士試験の試験科目免除指定講
習については、当該事務による収入が、法人の総収入の１９．４９%にとどまって
いる。 

制度的独占となる事務・事業を行っている場
合、法人の事務・事業全体が実態上独占とな
らないための所要の是正措置の有無、内容（
行っていない場合はその理由） 

（有・無） 
（内 容）社会保険労務士会及びその会員の指導及び連絡に関する事務、社会保険
労務士の登録に関する事務、紛争解決手続代理業務の付記に関する事務、紛争解決
手続代理業務を行うのに必要な学識及び実務能力に関する研修（以下「特別研修」
という。）及び紛争解決手続代理業務試験事務については、指導監督基準２（２）
ただし書に該当するため、除外される。 

制度的独占となる事務・事業を行っている場
合、独占の弊害克服措置の有無、内容（行っ
ていない場合はその理由） 

（有・無） 
（内 容）業務・財務等に関する一層の情報公開の推進 

制度的には独占となっていない事務・事業で
も、実態上独占となっている場合、その内容 

（内 容）－ 

制度的には独占となっていない事務・事業で
も、実態上独占となっている場合、独占の弊
害を生まないための是正措置の有無、内容（
行っていない場合はその理由） 

（有・無）－ 
（内 容）－ 

 
(4)手数料等

の徴収   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手数料等の対価の徴収の有無 有 ・ 無 
手数料等対価の額、 算定根拠の
インターネットでの公表の有無 

有 ・ 無 

名   称 
（法令等に基づく検定等には※） 

対価の額 
算 定 根 拠 
（法令等に基づく検定等については決定方法を付記） 

※登録手数料 
新規登録 
登録事項の変更 
証票の再交付 
登録事項等の証明 
登載(社会保険労務士法人） 
登載事項の変更 

 
特定証票の交付 
特定証票の再交付 

 
特別研修受講料 

      
３０，０００円 

２，０００円 
３，０００円 
１，０００円 

２０，０００円 
２，０００円         

 
５，０００円         
３，０００円 

 
８５，０００円 

（決定者）厚生労働大臣 
（決定方法）総会の議決により決定し、厚生労働大臣が認可する。 
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※受験手数料 
社会保険労務士試験 
紛争解決手続代理業務試験 

 
９，０００円 

１５，０００円 

 
（決定者）政府 
（決定方法）政令により定める 

対価を徴収する事務・事業の区分
経理の有無 

有 ・ 無 
収支状況のインターネットでの
公表 

有 ・ 無 

対価を伴う自主事業の有無 
 
有 ・ 無 

 
法人における純利益額 

                                       
１４７，３１２，８７０円 

 
(5)検査等の

事務事業 
 
 

法令等に基づく検査等の基準の内容 規定方法 

・社会保険労務士の登録 
申請者が社会保険労務士となる資格を有し（社会保険労務士法第３条、同法第５条）、

かつ、社会保険労務士法第１４条の７各号に該当しない者であると認めたとき。 
社会保険労務士法による 

 
(6)外注の有 
無 
 
 
 
 
 

本来予定されている事務・事業
の外注 

有 ・ 無 法人の外注金額                                円 

外注しなければならない理由 
 
 

外注先選定に当たり、透明性を
確保する仕組みの有無と内容 

（有・無）－ 
（内 容）－ 

 
(7)事務・事

業 の 公 正
性 の 担 保 
措置 

 
 

事務・事業の公正性担保のため
の措置の有無と内容（なければ
その理由） 

 （有・無） 
（内 容）内部決裁、総会・常任理事会・理事会の議決、厚生労働省への報告、厚生労働大臣

の認可、厚生労働大臣の承認 

役職員に対し、公正性を担保す
る上で必要と認められる職務規
程等の有無と内容（なければそ
の理由） 
 

 （有・無） 
（内  容）職員は、連合会の事務に従事したことにより知り得た秘密を他に漏らしてはならな

い。連合会の職員でなくなった後においても同様とする（職員就業規則第４条第２項）。 
試験事務及び代理業務試験事務に従事する連合会の役員若しくは職員（試験委員を

含む）又はこれらの職にあった者は、試験事務に関して知り得た秘密を漏らしてはな
らない（社会保険労務士法第２５条の４２第１項及び同法第２５条の４５の２）。 

試験事務及び代理業務試験事務に従事する連合会の役員若しくは職員は、刑法その
他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす（社会保険労務
士法第２５条の４２第２項及び同法第２５条の４５の２）。 

 
３．機関 
 
(1)役員（除   
監査役員） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

役員選任規程の有無 有 ・ 無 左の規程がない場合、その理由 － 

役員の定数 ８５人 
上限と下限の幅がある場合はそ
の幅 

－ 

役員の選任は公正かつ自主的な
方法によって行われているか 

・理事は、総会で選任する。 
・会長は、選挙により選出する。 
・専務理事及び常務理事は、会長が指名する。 
・副会長及び常任理事は、理事会において理事の互選により定める。 

役員の任期 ２年 
２年以外の任期としている場合、
その年数、理由 

（年数）－ 
（理由）－ 

在任年齢に関する規定の有無 有 ・ 無 規定の内容 － 

役職名 氏  名 当初就任年月日 前   職 前 々 職 常勤・非常勤 

会長 
 
 
副会長 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
専務理事 
 
 
専務理事 
 
常任理事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大西 健造 
 
 
葛西 一美 
石倉 正仁 
大野  実 
三宅 裕樹 
若林 正清 
飯田 政信 
石谷 隆子 
大谷 義雄 
横本 恭弘 
帆士 宣洋 
 
大山 昭久 
 
 
井原 文孝 
 
村上 三基夫 
舘岡 睦彦 
磯   充 
森田 晃光 
富岡 政明 
森  義隆 
河村  卓 
寺田  晃 
長瀬 眞彦 
水戸 伸朗 
鎌倉 義則 
河智 昭彦 
石原 嘉彦 
北村 修一 
大滝 春義 
内藤 信之 
片岡 正利 
樋口 典明 

平成１３年６月２９日 
（会長就任年月日は平成 25 年６月 28 日）  
 
平成 ７年６月２３日 
平成２３年６月２４日 
平成２１年６月２９日 
平成２１年６月２９日 
平成２４年６月 ６日 
平成１５年６月２７日 
平成１７年１０月２７日 
平成１５年６月２７日 
平成２５年６月２８日 
平成１９年６月２９日 
 
平成１３年６月２９日 
（専務就任年月日は平成 25 年６月 28 日）  
 
平成２６年４月 １日 
 
平成２１年６月２９日 
平成１５年６月２７日 
平成２９年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２５年６月２８日 
平成２５年６月２８日 
平成２３年６月２４日 
平成２９年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２９年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２９年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２３年６月２４日 
平成２５年６月２８日 
平成２７年６月３０日 

社会保険労務士（現職） 
 
 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
 
社会保険労務士（現職） 
 
 
人事院国家公務員倫理審

査会事務局長  
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

非常勤 
 
 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
 
非常勤 
 
 
常勤 
 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
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理事 

服部 永次 
林  光洋 
林  利憲 
米澤 和美 
後藤 昭文 
北村 鉄夫 
間部 勝幸 
 
西林 寛昌 
白木 和久 
横山 信英 
星  孝夫 
浦山 一豊 
宍戸 宏行 
大野  弘 
澤田 裕二 
川口 厚志 
伊原  毅 
大野 正美 
齊藤 充弘 
林  智子 
眞家 裕介 
松崎 直彦 
味園 公一 
伊藤 孝仁 
加藤 一也 
中屋 裕仁 
山邊 鉄也 
戸嶋 哲也 
大石 晴久 
岡田 順二 
鈴木 孝一 
墨  華代 
富田  謙 
古川 政明 
小野 佳彦 
田中 英夫 
中島 康之 
成瀬 雅義 
真室 光明 
大川原 紀子 
牧山 浩之 
清水 義隆 
山田 晴夫 
田平  篤 
藤本  薫 
植田 博司 
中谷 公一 
小林 義人 
和田  健 
橋口 剛和 
鮫島 研吾 
富川 泰幸 
黒田 兼一 
村田 毅之 

平成２１年６月２９日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２３年６月２４日 
 
平成２９年６月３０日 
平成２４年６月 ６日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２５年６月２８日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２３年６月２４日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２４年６月 ６日 
平成２７年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２５年６月２８日 
平成２７年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２７年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２６年１月２０日 

社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
大学教授（現職） 
大学教授（現職） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大阪労働局淀川労働基準監督署署長  

非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 

特定企業関係者、所管官庁出身者が１/３超の場合、その
比率及び理由 

同一業界関係者又は事務事業に係る同一業界関係者と所管官庁出身者
の合計が１/２超の場合、その比率と理由 

－ － 

役 員 報 酬 の
支 給 基 準 の
有無 

有 ・ 無  一般への閲覧提供 有 ・ 無 
インターネットによる
公表 

有  ・ 無 

役員報酬の支給基準の内容 役員の退職金の決定方法 

・役員報酬の月額 
会長 500,000 円 
専務理事 1,000,000 円 
常務理事   843,750 円 

・通勤手当 
毎月支給する。額は 55,000 円を上限に、１月の運賃  

等相当額を支給する。 
・賞与 

６月と１２月に支給する。６月、１２月ともに月額、
２か月分とする。 

※通勤手当・賞与は専務理事のみ支給。 

役員功労金基準による。 

役員会規程
の有無 

役員会の成立要件 役員会における議決要件 
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有・無 

・理事会 
  会長、副会長、専務理事、常務理事、常

任理事及びその他の理事の２分の１以上
の出席。 

 
・常任理事会 
  会長、副会長、専務理事、常務理事及び

常任理事の２分の１以上の出席。 

・理事会 
出席者の過半数をもって決す。 
可否同数のときは会長が決す。 

※ 会長は、緊急を要する事項について、書面により賛否を求めるこ
とができるが、その場合、構成員の過半数が同意したときは、理事
会の議決があったものとみなされる。 

・常任理事会 
  出席者の過半数をもって決す。 
  可否同数のときは会長が決す。 
 ※ 会長は、緊急を要する事項について、書面により賛否を求めるこ

とができるが、その場合、構成員の過半数が同意したときは、常任
理事会の議決があったものとみなされる。 

 

 
(2)監査役員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

監査役員選任規程の有無 有 ・ 無 選任規程がない場合、その理由 － 

監査役員の選任は公正かつ自主的
な方法によって行われているか 

総会で選任する。 

関係府省以外の者及び外部の者を登用していない場合、
その理由 

監査役員が理事を兼ねている場合、その理由 

－ － 

監査役員の任期 ２年 
２年以外の任期としている場合、
その年数、理由 

（年数）－ 
（理由）－ 

在任年齢に関する規定の有無 有 ・ 無 規定の内容 － 

役職名 氏 名 当初就任年月日 前  職 前 々 職 常勤・非常勤 

監事 

寺田 哲夫 
莊司 八惠子 
田中 勇司 
三吉 由久夫 
北川 圭英 
寺尾  潔 

平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２９年６月３０日 
平成２６年６月３０日 

社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
社会保険労務士（現職） 
公認会計士・税理士（現職）

 

非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 
非常勤 

監査役員報
酬の支給基
準の有無 

有 ・ 無 一般への閲覧提供 有 ・ 無 
インターネットによる
公表の有無 

有 ・ 無 

監査役員報酬の支給基準の内容 監査役員の退職金の決定方法 

社会保険労務士会の会員でない者については、1日当た
り25,000円（税込） 

支給なし 

 
(3)社団的性

格 の 法 人
の総会等 

 
 
 
 
 
 

総会等の成立要件の有無と内容 総会等における議決要件の有無と内容 

（有・無）有 
（内 容）代議員の２分の１以上の出席 

（有・無）有 
（内 容）出席した代議員の過半数をもって決す。 
     可否同数のときは、議長が決す。 

法人の構成員が多数又は全国に散在している場合における、構成員の意思反映確保の措置の有無と内容（ない場合は、その理由） 

・有 
・代議員制 都道府県社会保険労務士会から、毎年４月１日における社会保険労務士会の個人会員数に応じて代議員を選出 

 
(4) 評 議 員  
会等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評議員会等における業務実績評価の実施状況 評議員会等の構成員の公正な選任の有無、内容 

有（平成２２年度の業務より実績を評価） 
（有・無）有 
（内 容）委員２名について学識経験者を登用し公正性を担保。 

評議員会等の構成員の役員兼任
の有無 

有 ・ 無 
役員を兼ねている場合、その構成比率 
（兼務の役員数／評議員会等の構成員数×100） 

４２．９％ 

評議員会等の構成員が役員を兼
任している場合、その理由 

 
評議員会を設置するにあたり、既存の組織である資格審査会（設置根拠は社労士法第25条の
37）を活用することとしたところ（連合会会則第40条第2項を改正）、資格審査会について
は同会則第41条において、①資格審査会は会長及び委員６人をもって構成することと、②資
格審査会の会長は、本会（連合会）の会長を充てること、③委員については、会長が厚生労
働大臣の承認を受けて、社会保険労務士、労働又は社会保険の行政事務に従事する職員及び
学識経験者のうちから各同数を委嘱することとされている。このため、会長及び委員のうち
２名の計３名が社会保険労務士となっており、当該委員２名は、東京及び大阪の会長が務め
ているため、役員が兼任している。 
 

評議員選任規程の有無 有 ・ 無 左の規程がない場合、その理由 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評議員定数 ７名 
上限と下限の幅がある場合はそ
の幅 

－ 

評議員任期 ２年 
２年以外の任期としている場合、
その年数、理由 

－ 

在任年齢に関する規定の有無 有 ・ 無 規定の内容 － 

特定の企業又は所管する官庁の出身者及び同一の業界関係者が１/２超の場合、その比率と理由 

（比率） 
（理由） 

評議員会規程 評議員会の成立要件 評議員会における議決要件 
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 有・無 

連合会会則第４２条第２項の規定により、
委員の過半数の出席がなければ会議を開
き議決をすることができないこととされ
ている。 

連合会会則第４２条第３項の規定により、議事は出席委員の過半数
でこれを決し、可否同数のときは、資格審査会の会長の決するとこ
ろによるものとされている。 

 
４．財務及び

会計 
 
(1)会計基準

の適用 
 
(2)余裕金の

運用 
 
(3)長期借入 
金 
 
(4)引当金・

特 別 法 上
の引当金 

 
(5)公認会計

士監査 
 

企業会計原則の適用の有無 有 ・ 無 
その他法人の特性に応じ適用してい
る一般的かつ標準的な会計基準名 

公益法人会計基準 

余裕金（財産）の額及び具体的
な運用方法 

（余裕金の額）－ 
（運用方法）－ 

長期借入金の有無 有 ・ 無 長期借入金の返済計画の有無 有 ・ 無 

長期借入金の確実な返済計画の
内容 

銀行からの借入を行い、家賃収入等により返済していく予定である。 

 
引当金・特別法上の引当金等の額 
 

引当金・特別法上の引当金等の明細及び増減状況の公表の有無（公表
していない場合その理由） 

退職給与引当金 １４２，０４５，７２４円 
（有無）有 
（理由） 

収支決算額    ６０億円 
収支決算額が50億円以上の法人における公認会計士監査の
実施の有無 

有 ・ 無 

公認会計士監査を実施していな
い場合、その理由 

－ 

 
５．株式の保

有等 
 
(1)基金拠出

又は出資 
 
(2)事業報告

書 へ の 記
載状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公益法人、株式会社等への基金拠
出の有無 

有 ・ 無 
公益法人、株式会社等への出資の
有無 

有 ・ 無 

法定の資金供給業務として行う
場合の基金拠出等の有無 

有 ・ 無 
財産の管理運用として行う場合の
基金拠出等の有無 

有 ・ 無 

事業報告書への
記載内容（未記載
の場合その理由） 

間接出資分を含め法人による出資比 
率・議決権比率が２０％以上のもの 

法人の委託先で、当該法人からの収入 
の割合が２／３以上となっているもの 

名称 － － 

所在地 － － 

資本金 － － 

事業内容 － － 

役員の状況 － － 

従業員数 － － 

持ち株比率 － － 

法人との関係 － 
－ 
 

 
６．情報公開 
 
(1)法人にお

け る 業 務
及 び 財 務
等 に 関 す
る公表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

法人における業務及び
財務等に関する資料の
５年間の備え付けの有
無 

同資料の一般の
閲覧の有無 

同資料のインター
ネットによる公表
の有無 

公表していない場合その理由 

定款 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

役員名簿 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

組合員等名簿 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

事業報告書・附属説明書類 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

損益計算書又は収支計算書 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

貸借対照表 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

法律上作成が義務付けられてい
る財産目録及び決算報告書 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

監事の意見書 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

事業計画書 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

収支予算書 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無  

 
(2)所管官庁

に お け る
業 務 及 び
財 務 等 に
関 す る 公
表 

 

 
 
 
 

所管官庁における所管
法人の業務及び財務等
に関する資料の備え付
けの有無 

無い場合、その理
由 

閲覧の有無 
閲覧させていない場合、その理
由 

定款 有 ・ 無  有 ・ 無  

役員名簿 有 ・ 無  有 ・ 無  
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組合員等名簿 有 ・ 無  有 ・ 無  

事業報告書・附属説明書類 有 ・ 無  有 ・ 無  

損益計算書又は収支計算書 有 ・ 無  有 ・ 無  

貸借対照表 有 ・ 無  有 ・ 無  

法律上作成が義務付けられてい
る財産目録及び決算報告書 

有 ・ 無  有 ・ 無  

監事の意見書 有 ・ 無  有 ・ 無  

事業計画書 有 ・ 無  有 ・ 無  

収支予算書 有 ・ 無  有 ・ 無  

 
 
 

所管官庁における所管
法人に関する事項のイ
ンターネットによる公
表の有無 

公表していない
場合その理由 

所管法人のホーム
ページへの簡便な
アクセスを可能と
する措置の有無 

無い場合、その理由（一部のみ
実施の場合も含む） 

名称 有 ・ 無  有 ・ 無  

所管する部局（担当局担当課等）
の名称 

有 ・ 無  有 ・ 無  

主たる事務所の所在地及び電話
番号 

有 ・ 無  有 ・ 無  

設立年月日 有 ・ 無  有 ・ 無  

代表者の職名及び氏名 有 ・ 無  有 ・ 無  

主な目的及び事業 有 ・ 無  有 ・ 無  

 
(3)所管官庁

に お け る
ホ ー ム ペ
ージ掲載 

最新の業務及び財務等に関する資料 有 ・ 無  

制度的又は実態的に独占となっている事務・事業を行って
いる法人について、当該事務・事業の内容及び根拠法令 

有 ・ 無  

補助金等の交付を受けている法人について、当該補助金等
の名称及び金額、交付対象事業の内容並びに補助金等全体
の金額及び年間収入に対する割合 

有 ・ 無  

 
(4)退職公務

員 等 の 状
況の公表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

役員に就いている退職公務員の状況についての公表の有無 有 ・ 無  

公表している主な項目 公表していない場合、その理由 

氏名、経歴 － 

子会社及び一定規模以上の委託先の役員に就いている退職 
公務員及び当該法人の退職者の状況についての公表の有無 

有 ・ 無  

公表している主な項目 公表していない場合、その理由 

－ － 

 
７．基準の運

用 に 当 た
っ て 所 管
府 省 に 求
め ら れ る
措置等 

 
(1)指導監督

の実績等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基準に基づく指
導監督の実施の
有無 

有 ・ 無 

指導監督の実績及びそ
の主な内容 

指導監督基準への適合を引き続き維持するよう指導 

指導監督の状況
及び指導監督結
果の公表の有無 

有 ・ 無 

基準７(1)のただ
し書き該当法人
に対する法人の
特性を踏まえた
適切な指導監督
の実施の有無 

有 ・ 無 

指導監督の実績及びそ
の内容 

－ 
基準７(1)のただ
し書き該当法人
に対する法人の
特性を踏まえた
指導監督の状況
及び結果の公表
の有無 

有 ・ 無 

 
(2)所管法人

の 事 務 事

所管官庁による
法人の事務・事業
の見直しの有無 

有 ・ 無 無い場合、その理由 － 
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業 の 見 直
し 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当該見直し結果
の公表の有無 

有 ・ 無 無い場合、その理由 － 

法令の規定に基
づく検査関連制
度について、事業
者による自己確
認への移行の可
能性についての
検討の有無 

有 ・ 無 無い場合、その理由 － 

 
政策評
果を活
用しつ
つ、３
～５年
を目途
に定期
的、全
般的な
見直し 
 
 
 
 
 
 
 

事務・事業自体の必要性 有 ・ 無 

 
法律の改廃を
含めた所要の
措置の実施の
有無 

有 ・ 無 

 
所要の措置の
結果の公表の
有無 

 
有 ・ 無 

事務・事業を当該法人に行
わせることの必要性（特に
事務・事業の一部を外注し
ている場合、その事務・事
業をなぜ当該法人が行わ
なければならないか） 

有 ・ 無 有 ・ 無 

法人が制度的に独占とな
る事務・事業を行っている
場合、制度的独占の継続の
必要性 

有 ・ 無 有 ・ 無 

法令の規程に基づく検査
関連制度の場合、手続の簡
素化、事業者による自己確
認への移行の可能性 

有 ・ 無 有 ・ 無 

その他 有 ・ 無 有 ・ 無 

指導監督上補足すべき事項（指導監督基準の例外としている事項及びその理由 等） 

（役員在任年齢規定について） 
１ 監査役員を除く役員 

全国社会保険労務士会連合会の特性及び実情等の本質に応じて検討した結果、監査役員を除く役員（理事）には、社会保険
労務士の業務等についての専門的な知識・見識が必要とされるため、都道府県社会保険労務士会会長が原則として理事候補と
されているものである。このため、年齢によって適任者が排除されることになると、会務の運営に支障を来すこととなること
から、指導監督基準の例外とすることが適当と判断した。 
２ 監査役員 

全国社会保険労務士会連合会の特性及び実情等の本質に応じて検討した結果、監査役員（監事）には、社会保険労務士
の業務等についての専門的な知識・見識が必要とされるため、原則として総会において会員の中から選任されているもの
である。このため、年齢によって適任者が排除されることになると、会務の運営に支障を来すこととなることから、指導
監督基準の例外とすることが適当と判断した。 
３ 評議員等 

全国社会保険労務士会連合会では、評議員の役割を資格審査会が担っている。その特性及び実情等の本質に応じて検討した
結果、資格審査会が、法人の業務実績評価に当たっては、学識経験はもとより、評価機関である立場を十分に理解した上で評
価を確実に行える知識、見識が求められる。このため、年齢によって適任者が排除されることになると、会務の運営に支障を
来すこととなることから、指導監督基準の例外とすることが適当と判断した。 


